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【対象】研究参加への同意が得られた東京都、埼玉県、滋賀県の幼
稚園および保育園、こども園に勤務する保育士および幼稚園教諭あ
わせて24名（平均36.25（SD ＝11.84）歳）。
幼稚園に勤務する者は14名、保育園に勤務する者は２名、こども園
に勤務する者は８名。
幼稚園教諭や保育士としての勤続年数は平均11.60（SD = 
9.17）年、現在所属する施設での勤続年数は平均8.54（SD = 
8.98）年であった。

【倫理的配慮】調査に関しては事前、中途の拒否が可能なこと、不利
益を受けることがないことを直接児童および教師、保護者に説明し、
同意を得た。桜美林大学研究倫理委員会の承認を得て実施した。

【調査材料と調査時期】本研究では、2022年10月５日から2023年1
月9日までに回答を得られた結果を対象に分析した。
調査材料：子どもに関するメンタルヘルスリテラシー尺度（竹森他，
2017）と心理的ストレス反応尺度SRS-18（鈴木他，1997）を用い
た。いずれもGoogle Formsを用い、研修前と研修後に回答を求めた。

【手続き】対象者は、Google Formsにて質問紙に研修前の状態を回
答した。その後、90分の講義動画を視聴し、再度同じ質問紙に回答した。
研修はオンデマンド形式で実施され、研修動画はメンタルヘルスリテラ
シーの６つの構成要素（Jorm，2000）を含む内容を構成したうえで、
認知行動療法の考え方を紹介した。

【保育者のメンタルヘルスリテラシー向上によって期待される効果】
保育者が高いメンタルヘルスリテラシーを有することは、子どもたちに加えて、保護者のメンタルヘルス向上に寄与することや

メンタルヘルスに関する諸問題の早期発見、早期対応につながる
【本研究の目的】
未就学期の保育者を対象としたメンタルヘルスリテラシー向上プログラムを作成し、その有効性を検討する

＜パンフレット＞子どもと保護者と
学校が力を合わせて考える

子どものストレス

＜報告書＞「子どもを対象とした
メンタルヘルス教育プログラムの
構築と効果検証」報告書

１．コーピングに関する心理教育 ２．行動活性化 ３．随伴性認知の獲得

【本研究に基づく提言】 本研究におけるプログラムでは、メンタルヘルスリテラシーに関する知識の向上には寄与することが確認された。
一方で、心理的ストレスの低減に対する効果は認められなかった。今後は対面での実施による効果も検証する必要があるが、知識の向上には
オンデマンド研修でも一定の成果があることが示された。
→ オンデマンド研修を広く普及させることによって、まずは知識の獲得を促し、その後ストレスマネジメント効果を担保していく必要がある
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